
第４章 前年度に研究所が実施した研究全体にわたる研究成果等の概要 

 

平成１８年度における研究の方向性、進め方等の見直し・充実 

旧土木研究所と旧北海道開発土木研究所とが統合し、新しい土木研究所としてスタートし、第 2 期中期計

画の初年度でもある平成18年度においては、研究評価体制を再構築しつつ、つくばと札幌の両研究所連携の

下、重点プロジェクト研究等を開始した。その一方で、将来に向けた研究開発への様々な検討・対応を積極

的に展開した。 

また、研究の計画的かつ適正な実施に向けた取り組みにも的確に対応した。 

以下に研究開発に関する18年度の主な取り組みを示す。 

 

１．研究評価体制の再構築 

（１）統合に伴う、評価委員会（外部、内部）の委員、役割の見直し 

   ①内部評価委員会をつくばと札幌に設置し、委員の相互交流を実施 

   ②外部評価委員会は一本化し、対象とする研究内容に応じて分科会を再編 

   ③外部評価委員会と外部評価分科会の役割分担、審議事項等の見直し 

（２）外部評価委員会における審議事項の充実 

   外部評価分科会での評価結果等の報告を含め、前年度実施した研究全体の概要説明を受け審議し、意

見を独立行政法人評価委員会土研分科会へ報告。 

（３）内部評価委員会における審議の充実 

   ①重点プロジェクト研究の進捗管理や公開実験・成果見通し等の把握 

   ②つくば中央研究所・寒地土木研究所間の研究の連携状況の把握 

 

 

２．重点プロジェクト研究、戦略研究の開始 

（１）重点プロジェクト研究（17プロジェクト）の開始 

   研究グループ横断的なプロジェクトチームを編成し関連する知見を融合し対応。 

（２）戦略研究の創設・開始 

   重点プロジェクト研究に準じる、新たな研究カテゴリー“戦略研究”を創設。18年度は24課題につい

て研究を開始。 

 

重点プロジェクト研究と戦略研究に対し、第2期中期計画の重点化率60％を上回る68％の予算を集中投

資。 

 

 

３．つくば中央研究所・寒地土木研究所間の研究連携 

   外部評価委員会（H18.8）での指摘＊を踏まえ、両研究所間の統合メリットを発揮し、より効率的に研

究を実施するための研究連携を17件で展開。 

（「分担」及び「連携」の２タイプで連携を開始） 

 

＊18年度研究外部評価委員会でのコメント； 

  旧土研と旧北海道開発土研が融合されたメリットが見えてこない。今すぐにできるとは思わないが、中長期的に

は両者が融合したことがわかるような形で研究を進めて欲しい。 

 

 

４．将来に向けた研究開発への対応 



（１）行政ニーズの積極的把握（トップセールスの展開） 

   研究所幹部によるトップセールスを展開。（地方整備局幹部への成果の売り込みと最新の動向に関する

意見交換を実施） 

（２）スケールの大きな研究の検討 

   研究グループ長以上の役職員が自主的に参加し横断的な検討を行い、旧来の慣例にとらわれず幅広い

見地から、土研として実施すべき分野や研究について議論を展開。 

（３）研究方針研究の創設 

   長期展望に基づき、将来必要となる技術等についての抽出や可能性の検討を行うための新たな研究カ

テゴリーを創設。 

（11課題を選定し、19年度から実施） 

（４）社会的要請・課題への取り組み 

   ①政府の定める長期戦略指針「イノベーション25」へ積極的に提案。 

   ②地球温暖化への対応として、気象研究所および京都大学防災研究所と共同で気候変動に伴う洪水リ

スク評価に関する研究開始にむけて準備。 

 

５．「研究理念」、「研究者の心構え」の制定 

   統合１年にあわせ制定。土木研究所における研究のあり方・方向性および研究者として研究に対する

姿勢を明確化。 

 

６．業務達成度評価システムの構築 

   研究者個人の研究に対する目標や業務の道筋の明確化による業務の計画的な執行、業務改善を目的と

して構築（19年度から試行開始）。 

 

７．研究上の不正への対応 

   データ捏造、盗用等の研究不正に対応するための規定を整備。 

 

８．入札・契約の適正化 

   国の「公共調達の適正化」(H18.8.25)等を踏まえ、随意契約をはじめとする契約について適正化を実

施。 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期戦略「イノベーション２５」（平成１９年６月１日閣議決定）関係 

 

「技術革新戦略ロードマップにおける分野別の戦略的な研究開発の推進」 

より関連技術（主なもの）を抜粋 

 

■安全・安心な社会 
 ◎減災を目指した国土の監視・管理技術 

○効果早期発現減災技術 

   ・道路橋、河川構造物等の経済的、効果的な補修・補強技術の開発 

   ・自動掘削可能なロボット建設技術による施工システムの開発 

   ・建設機械の自動機能・計測機能の活用と施工現場の安全性と労働生産性の向上 

   ・土砂災害発生予測技術・リアルタイム被害想定技術等の開発 

  ○国土保全総合管理技術 

   ・流砂系全体の土砂動態予測技術の開発 

   ・環境水・下水中の微生物等の測定法の開発と水質汚染の実態把握 

   ・栄養塩類の上流からの流出負荷量、中下流域での動態を評価する手法の開発 

   ・河川生態系、生物多様性の調査、解析、評価手法の開発 

   ・気候変動等の国土利用等の変遷に及ぼした影響の把握と、それが変化したときの代替案の

提示 

  ○社会科学融合減災技術 

   ・豪雨による土砂災害危険度の予測手法の開発、地震による地滑りの発生危険度評価等 

   ・山地崩壊・地滑り等に起因する流動土砂到達範囲の予測モデル、レーザー地形解析手法の

開発 

・先端的な統合物理探査技術による堤防弱点箇所の抽出精度の向上と効果的、経済的な対策

選定手法の提案 

 ◎大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 

○社会資本管理革新技術 

   ・新たな点検・診断技術、劣化予測技術の開発 

   ・ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）縮減を期待できる新材料の開発と最適な補修時期、工法

の選定支援手法の開発 

 

■世界的課題解決に貢献する社会 
 ◎ポスト京都議定書に向けスーパーコンピュータを用いて 21 世紀の気候変動を正確に予測する

科学技術 

   ・高解像度気候モデル実験結果の解析により豪雨等の極端現象の変化の予測結果の提供 

◎効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術 

   ・地域における最適な資源管理／バイオマスエネルギー利用システムの開発 

 ◎健全な水循環を保ち自然と共生する社会の実現シナリオを設計する科学技術 

   ・流域圏水環境の保全・再生シナリオの設計手法、及び施策効果の把握・説明手法、自然生

態系や環境の変動を前提とした海辺の包括的環境計画・管理手法の開発  
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研
究
理
念 

一
、 

百
年
後
の
社
会
に
も
責
任
の
持
て
る
研
究 

二
、 
学
術
団
体
か
ら
評
価
さ
れ
、
現
場
、
地
域
か
ら
信
頼
さ
れ
る
研
究 

三
、 

伝
統
を
重
ん
じ
つ
つ
、
進
取
の
気
風
に
富
ん
だ
研
究 

 

研
究
者
の
心
構
え 

一
、
百
年
後
の
世
の
中
を
見
据
え
、
研
究
に
取
り
組
む
べ
し
。 

一
、
素
晴
ら
し
い
研
究
と
は
、
人
々
の
心
に
強
く
響
く
研
究
と
心
得
る
べ
し
。 

一
、
日
常
よ
り
幅
広
い
視
野
に
立
ち
、
見
識
、
教
養
の
涵
養
に
努
め
る
べ
し
。 

一
、
大
事
に
臨
ん
で
は
、
後
世
に
対
す
る
責
任
を
常
に
思
う
べ
し
。 

一
、
熱
き
心
を
持
っ
て
、
大
い
に
議
論
し
、
疑
念
を
残
す
べ
か
ら
ず
。 

 

研究理念・研究者の心構え 

 
 


